
７ 休 暇 制 度

(1) 年次有給休暇の付与・取得状況

年次有給休暇の付与日数（繰り越し分は除く）は、全体で16.4日となっている。

また、取得日数は6.2日で、取得率は37.8％となっている。取得率を産業別にみると

「製造業」が最も高く、「宿泊業，飲食サービス業」が最も低くなっている。（第30

表）

労働組合の有無別にみると、年次有給休暇の付与日数は、労働組合のある事業所で

は中小企業で17.4日、大企業で16.9日となっており、取得率は労働組合のある事業所

では、中小企業で42.5％、大企業で34.9％となっている （第31表）。

第30表 年次有給休暇の付与・取得状況

第31表 労働組合の有無別年次有給休暇の付与・取得状況

労組有 労組無 労組有 労組無 労組有 労組無 労組有 労組無 労組有 労組無 労組有 労組無

日 日 日 日 ％ ％ 日 日 日 ％ ％

産 業 計 17.4 16.3 7.4 6.2 42.5 38.0 16.9 15.6 5.9 5.1 34.9 32.7

区　分

中　小　企　業 大　　企　　業
付与日数 取得日数 取 得 率 付与日数 取得日数 取 得 率

付与
日数

取得
日数 取得率

付与
日数

取得
日数 取得率

付与
日数

取得
日数 取得率

日 日 ％ 日 日 ％ 日 日 ％

 産 業 計 16.4 6.2 37.8 16.5 6.4 38.8 16.4 5.6 34.1

　建　設　業 17.0 6.3 37.1 17.0 6.4 37.6 18.2 4.1 22.5

　製　造　業 16.7 7.4 44.3 16.7 7.2 43.1 18.3 10.6 57.9

　情報通信業 17.3 7.4 42.8 17.6 7.9 44.9 17.0 6.6 38.8

　運輸業，郵便業 16.3 4.8 29.4 16.2 5.3 32.7 16.9 2.8 16.6

　卸売業，小売業 16.0 4.3 26.9 16.2 4.4 27.2 15.9 4.2 26.4

　金融業，保険業 17.2 7.2 41.9 17.1 7.5 43.9 17.2 7.2 41.9

　宿泊業，飲食サービス業 14.0 2.8 20.0 13.7 3.3 24.1 14.6 2.0 13.7

　生活関連サービス業，娯楽業 14.2 4.3 30.3 14.1 4.4 31.2 14.4 4.0 27.8

　医療，福祉 16.2 7.1 43.8 16.3 7.3 44.8 16.0 6.6 41.3

　複合サービス事業 17.5 6.7 38.3 17.4 7.9 45.4 17.5 6.3 36.0

　サービス業 15.8 6.8 43.0 15.7 6.6 42.0 15.9 7.3 45.9

大　企　業
区　　分

規　模　計 中 小 企 業



(2)特別休暇

特別休暇を採用している事業所の割合は、リフレッシュ休暇で10.9％、ボランティ

ア休暇で5.4％、自己啓発のための休暇で4.6％、男性の育児参加のための休暇で6.9％

となっている （第32表）。

前回調査時（平成18年度）と比べると、リフレッシュ休暇で2.3ポイント、ボランテ
ィア休暇で0.4ポイント、自己啓発のための休暇で1.2ポイント減少している。

第32表 特別休暇の採用状況

注１： リフレッシュ休暇」とは、労働者の勤続年数の節目に（10年、20年等 、心身のリ「 ）
フレッシュを目的として与えられる休暇をいう。

注２： ボランティア休暇」とは、労働者が行う社会貢献活動を企業が支援するための休暇「
制度をいう。

注３： 自己啓発のための休暇」とは、労働者個人が、各種の教育訓練の受講や免許資格取「
得等の自己啓発を行うために取得できる休暇をいう。

注４： 男性の育児参加のための休暇」とは、育児休業とは別に、男性が育児に参加するた「
めに取得できる休暇をいう。

単位：％

 産 　業 　計 規 模 計 10.9 5.4 4.6 6.9 89.5
中小企業 6.0 2.5 4.3 5.4 33.8
大 企 業 26.9 14.8 5.7 11.7 44.0

　建　設　業 中小企業 1.9 1.0 7.4 4.8 28.5
大 企 業 58.8 23.5 11.8 29.4 58.8

　製　造　業 中小企業 6.7 1.4 2.2 6.4 37.5
大 企 業 46.7 26.7 6.7 26.7 33.3

　情報通信業 中小企業 - - - 33.3 55.6
大 企 業 42.9 14.3 14.3 14.3 42.9

　運輸業，郵便業 中小企業 4.1 2.7 5.5 6.8 31.5
大 企 業 57.9 - - 5.3 68.4

　卸売業，小売業 中小企業 5.4 1.7 3.8 2.9 28.8
大 企 業 15.2 5.1 1.4 9.4 39.1

　金融業，保険業 中小企業 11.1 - - - 33.3
大 企 業 38.1 20.6 20.6 4.8 30.2

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 8.7 - - - 26.1
大 企 業 - - - - 33.3

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 10.0 - - 5.0 25.0
大 企 業 17.6 47.1 - 17.6 52.9

　医療，福祉 中小企業 16.0 12.0 5.6 7.2 50.4
大 企 業 25.0 9.6 - 17.3 55.8

　複合サービス事業 中小企業 - - - - 27.3
大 企 業 3.7 37.0 - 3.7 55.6

　サービス業 中小企業 5.4 2.7 4.1 6.8 31.1
大 企 業 50.0 22.7 13.6 22.7 45.5

その他
男性の育児参
加のための休
暇

区　　　　分 リフレッシュ
休　　　暇

ボランティア
休　　　暇

自己啓発の
ための休暇



８ 育児・介護休業制度

(1) 育児休業制度

ア 育児休業制度の規定状況

育児休業制度を労働協約、就業規則等で定めている事業所の割合は、中小企業で

86.7％、大企業で98.7％となっている。このうち中小企業では2.3％、大企業では

2.6％が休業中の全期間又は一部期間有給となっている。

取得可能な休業期間は、中小企業で「子が１歳に達するまで」が最も多く、大企

業で「子が１歳６ヶ月に達するまで」が最も多い （第33表、第13図）。

第33表 育児休業制度の規定状況

単位：％

子が１歳に
達するまで

子が１歳６ヶ
月に達するま
で

子が３歳に達
するまで

子の小学校就
学まで その他

 産 　業 　計 規 模 計 89.5 58.0 34.8 4.7 0.6 1.9 2.4
中小企業 86.7 62.9 29.7 4.9 0.6 1.8 2.3
大 企 業 98.7 44.1 49.1 4.2 0.5 2.1 2.6

　建　設　業 中小企業 82.7 63.2 28.7 4.3 0.8 3.1 1.9
大 企 業 100.0 29.4 64.7 - - 5.9 11.8

　製　造　業 中小企業 88.0 62.7 33.1 2.9 0.3 1.0 1.9
大 企 業 100.0 26.7 53.3 13.3 - 6.7 -

　情報通信業 中小企業 100.0 55.6 44.4 - - - -
大 企 業 85.7 66.7 33.3 - - - -

　運輸業，郵便業 中小企業 86.3 55.6 30.2 11.1 1.6 1.6 4.8
大 企 業 100.0 52.6 47.4 - - - 10.5

　卸売業，小売業 中小企業 85.0 66.2 28.9 2.0 1.0 2.0 2.0
大 企 業 98.6 49.3 45.6 2.2 0.7 2.2 1.5

　金融業，保険業 中小企業 88.9 25.0 75.0 - - - -
大 企 業 100.0 34.9 58.7 6.3 - - -

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 78.3 77.8 16.7 5.6 - - 5.6
大 企 業 88.9 50.0 50.0 - - - -

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 80.0 68.8 12.5 6.3 - 12.5 -
大 企 業 100.0 58.8 29.4 - 5.9 5.9 5.9

　医療，福祉 中小企業 95.2 59.7 28.6 11.8 - - 1.7
大 企 業 100.0 40.4 51.9 5.8 - 1.9 3.8

　複合サービス事業 中小企業 100.0 72.7 18.2 9.1 - - -
大 企 業 100.0 48.1 51.9 - - - -

　サービス業 中小企業 89.2 63.6 24.2 7.6 1.5 3.0 6.1
大 企 業 95.5 38.1 38.1 19.0 - 4.8 -

休　　業　　期　　間
有給
事業所

育児休業制
度を定めて
いる事  業
所

区　　　　分



第13図 育児休業制度

中
小
企
業

大
企
業

〈規定の有無〉

13.3

86.7

規定あり

規定なし

1.3

98.7

〈休業期間〉1.80.6
4.9

62.9

29.7
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その他
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〈金銭の支給状況〉
2.3

97.7

有給

無給



イ 育児休業制度の利用状況

① 育児休業制度利用者の事業所割合

平成19年７月１日から平成20年６月30日までの１年間に出産した者（配偶者

が出産した男性を含む）がいた事業所について、育児休業制度の利用者（予定

含む）がいた事業所の割合は53.3％で、規模別では中小企業で49.4％、大企業

では62.7％となっている （第34表）。

第34表 育児休業制度利用者の事業所数

② 育児休業制度利用者の労働者割合

平成19年７月１日から平成20年６月30日までの１年間に出産した者（配偶者

が出産した男性を含む）がいた事業所について、育児休業制度の利用者（予定

含む）の割合を男女別にみると、女性は88.6％、男性は0.8％となっている。

（第35表）

第35表 育児休業制度利用者の労働者数

　　　　　　　単位：事業所、（　）内：％

区　　　分

規　模　計 559 (100.0) 298 (53.3) 261 (46.7)

中 小 企 業 393 (100.0) 194 (49.4) 199 (50.6)

大　企　業 166 (100.0) 104 (62.7) 62 (37.3)

育児休業制度の利用者が
いなかった事業所

育児休業制度の利用者がい
た事業所（予定含む）

出産者がいた（配偶者が出産
した男性を含む）事業所計

単位：人、（　）内：％

規 模 計 912 (100.0) 7 (0.8) 905 (99.2) 678 (100.0) 601 (88.6) 77 (11.4)

中小企業 555 (100.0) 5 (0.9) 550 (99.1) 403 (100.0) 351 (87.1) 52 (12.9)

大 企 業 357 (100.0) 2 (0.6) 355 (99.4) 275 (100.0) 250 (90.9) 25 (9.1)

配偶者が出産した
男性労働者計

区　　分

男　　　　　性 女　　　　　性

育児休業制度を利
用しなかった女性
労働者

育児休業制度を利
用した女性労働者
（予定含む）

出産した
女性労働者計

育児休業制度を利
用しなかった男性
労働者

育児休業制度を利
用した男性労働者
（予定含む）



(2) 介護休業制度

ア 介護休業制度の規定状況

介護休業制度を労働協約、就業規則等で定めている事業所の割合は、中小企業で

80.6％、大企業で97.9％となっている。このうち中小企業では1.4％、大企業では

1.6％が休業中の全期間または一部期間有給となっている。

取得可能な期間は、中小企業、大企業とも「のべ93日」が最も多くなっている。

（第36表、第14図)

第36表 介護休業制度の規定状況

      単位：％

連続した
３ヶ月

のべ９３日
９３日を超
え１年未満

1年以上 その他

 産 　業 　計 規 模 計 84.7 33.1 51.0 9.0 2.0 4.8 1.4
中小企業 80.6 40.5 47.1 6.3 1.4 4.7 1.4
大 企 業 97.9 13.5 61.4 16.1 3.7 5.3 1.6

　建　設　業 中小企業 75.0 45.3 47.0 3.4 0.9 3.4 1.3
大 企 業 94.1 18.8 50.0 6.3 12.5 12.5 18.8

　製　造　業 中小企業 81.2 37.2 49.7 7.2 1.7 4.1 1.7
大 企 業 106.7 25.0 37.5 18.8 12.5 6.3 -

　情報通信業 中小企業 100.0 55.6 22.2 - 11.1 11.1 -
大 企 業 85.7 16.7 66.7 16.7 - - -

　運輸業，郵便業 中小企業 82.2 31.7 45.0 16.7 1.7 5.0 3.3
大 企 業 100.0 10.5 68.4 15.8 - 5.3 -

　卸売業，小売業 中小企業 82.1 43.7 47.2 5.1 1.0 3.0 1.0
大 企 業 98.6 11.8 67.6 10.3 2.9 7.4 2.2

　金融業，保険業 中小企業 88.9 12.5 62.5 25.0 - - -
大 企 業 100.0 3.2 42.9 44.4 3.2 6.3 -

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 69.6 43.8 50.0 - - 6.3 6.3
大 企 業 88.9 50.0 37.5 12.5 - - -

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 65.0 53.8 30.8 - - 15.4 -
大 企 業 94.1 43.8 50.0 6.3 - - -

　医療，福祉 中小企業 65.0 41.4 46.8 5.4 - 6.3 -
大 企 業 94.1 20.0 72.0 6.0 - 2.0 -

　複合サービス事業 中小企業 88.8 54.5 27.3 9.1 - 9.1 -
大 企 業 96.2 3.7 88.9 3.7 3.7 - -

　サービス業 中小企業 100.0 29.5 45.9 9.8 4.9 9.8 1.6
大 企 業 100.0 4.8 52.4 23.8 14.3 4.8 -

区　　　　分
介護休業制
度を定めて
いる事業所

休　業　期　間
有給
事業所



第14図 介護休業制度

イ 介護休業制度の利用状況

介護休業制度を労働協約、就業規則等に定めてある事業所で、平成19年７月１日か

ら平成20年６月30日までに介護休業制度の利用者がいた事業所の割合は2.9％で、規模

別では中小企業で2.7％、大企業で3.4％となっている （第37表）。

第37表 介護休業制度利用者の事業所数

　　単位：事業所、（　）内：％

区　分

規 模 計 1,388 （100.0） 40 (2.9) 1,348 (97.1)

中小企業 1,010 （100.0） 27 (2.7) 983 (97.3)

大 企 業 378 （100.0） 13 (3.4) 365 (96.6)

介護休業制度の
規定事業所計

介護休業制度の
利用者がいた事業所

介護休業制度の
利用者がいなかった事業所

中
小
企
業

大
企
業

〈規定の有無〉

80.6

19.4
規定あり

規定なし

2.1

97.9

〈休業期間〉

6.3

47.1

40.5

1.4
4.7

連続した３ヶ月

のべ９３日

９３日を超え１年未満

１年以上

その他

5.3
3.7

16.1

61.4

13.5

〈金銭の支給状況〉

1.4

98.6

有給

無給

98.4

1.6



９ 仕事と家庭の両立のための支援制度

働きながら育児や介護をする労働者に対する支援制度のある事業所の割合は、育児

についてが68.7％で、介護については63.0％となっている （第38表）。

第38表 仕事と家庭の両立のための支援制度

【育児に関するもの】  単位：％

勤務時
間短縮
制度

フレッ
クスタ
イム制

勤務時間
の繰上
げ・
繰下げ

経費の
援助措置

再雇用
制度

所定外
労働の
免除

転勤・
配置転
換の際
の配慮

事業所内
託児所

子ども
の看護
のため
の休暇

産 　業 　計 規 模 計 68.7 82.1 6.0 41.1 2.3 10.8 56.5 24.2 1.8 46.4
中小企業 62.2 81.4 5.1 43.0 1.9 10.5 49.8 18.9 1.5 40.2
大 企 業 89.9 83.6 7.8 36.9 3.2 11.5 71.5 36.3 2.3 60.5

　建　設　業 中小企業 57.7 86.1 5.6 45.0 2.2 8.3 47.2 15.0 1.1 34.4
大 企 業 88.2 60.0 6.7 60.0 13.3 - 86.7 26.7 - 40.0

　製　造　業 中小企業 63.6 78.9 4.0 44.9 0.9 13.7 53.3 17.2 - 39.6
大 企 業 93.3 71.4 28.6 57.1 7.1 7.1 57.1 28.6 - 57.1

　情報通信業 中小企業 88.9 62.5 37.5 37.5 - - 25.0 12.5 - 12.5
大 企 業 100.0 85.7 42.9 42.9 - 28.6 42.9 - - 42.9

　運輸業，郵便業 中小企業 69.9 82.4 7.8 45.1 - 13.7 51.0 19.6 - 39.2
大 企 業 73.7 92.9 - 50.0 7.1 7.1 71.4 14.3 - 71.4

　卸売業，小売業 中小企業 55.0 78.8 4.5 39.4 2.3 9.8 50.8 24.2 - 33.3
大 企 業 86.2 91.6 11.8 37.8 0.8 19.3 63.9 50.4 - 47.9

　金融業，保険業 中小企業 77.8 42.9 - 42.9 14.3 - 28.6 42.9 - 57.1
大 企 業 98.4 59.7 1.6 16.1 3.2 4.8 82.3 33.9 - 85.5

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 52.2 83.3 - 66.7 - 16.7 50.0 8.3 - 58.3
大 企 業 77.8 85.7 - 57.1 - 28.6 42.9 14.3 - 71.4

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 45.0 77.8 - 33.3 11.1 - 44.4 33.3 - 22.2
大 企 業 94.1 93.8 6.3 18.8 12.5 12.5 87.5 43.8 - 31.3

　医療，福祉 中小企業 80.8 86.1 5.0 41.6 1.0 8.9 52.5 19.8 9.9 59.4
大 企 業 94.2 87.8 2.0 51.0 - 8.2 69.4 30.6 16.3 57.1

　複合サービス事業 中小企業 63.6 100.0 - 28.6 14.3 - 42.9 14.3 - 42.9
大 企 業 100.0 100.0 - 37.0 - - 92.6 33.3 - 85.2

　サービス業 中小企業 60.8 77.8 6.7 35.6 4.4 11.1 42.2 22.2 - 44.4
大 企 業 77.3 88.2 11.8 23.5 11.8 11.8 64.7 17.6 - 70.6

区　　　　　分

うち採用している制度（複数回答）
支援
制度
あり



【介護に関するもの】      単位：％

勤務時間
短縮制度

フレック
スタイム
制

勤務時間の
繰上げ・
繰下げ

経費の
援助措置

再雇用
制度
所定外労働
の免除

転勤・配
置転換の
際の配慮

産 　業 　計 規 模 計 63.0 83.1 6.3 39.7 3.6 9.8 52.7 23.4
中小企業 55.5 83.5 5.9 42.7 2.0 10.5 46.7 18.8
大 企 業 87.3 82.2 7.1 33.5 6.8 8.3 65.0 32.9

　建　設　業 中小企業 51.3 85.6 8.1 45.6 1.9 8.1 49.4 13.8
大 企 業 88.2 60.0 6.7 60.0 13.3 - 80.0 26.7

　製　造　業 中小企業 58.3 82.7 4.8 45.2 1.0 12.5 48.1 18.3
大 企 業 86.7 76.9 38.5 38.5 7.7 7.7 46.2 30.8

　情報通信業 中小企業 88.9 62.5 37.5 37.5 - - 25.0 12.5
大 企 業 85.7 100.0 50.0 50.0 - - 50.0 -

　運輸業，郵便業 中小企業 61.6 77.8 6.7 53.3 - 15.6 51.1 17.8
大 企 業 68.4 84.6 - 46.2 7.7 7.7 76.9 15.4

　卸売業，小売業 中小企業 50.4 86.0 5.0 38.8 1.7 10.7 42.1 25.6
大 企 業 85.5 90.7 11.0 40.7 1.7 12.7 61.0 44.9

　金融業，保険業 中小企業 66.7 50.0 - 66.7 16.7 - 16.7 50.0
大 企 業 100.0 61.9 - 15.9 22.2 4.8 73.0 31.7

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 39.1 88.9 - 66.7 - 22.2 44.4 11.1
大 企 業 77.8 71.4 - 57.1 - 14.3 42.9 14.3

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 40.0 75.0 - 25.0 25.0 - 50.0 25.0
大 企 業 82.4 100.0 7.1 14.3 7.1 14.3 100.0 35.7

　医療，福祉 中小企業 71.2 82.0 3.4 32.6 1.1 7.9 47.2 16.9
大 企 業 86.5 82.2 - 31.1 - 6.7 51.1 31.1

　複合サービス事業 中小企業 54.5 100.0 - 33.3 16.7 - 50.0 16.7
大 企 業 100.0 96.3 - 33.3 - - 74.1 18.5

　サービス業 中小企業 48.6 88.9 8.3 36.1 5.6 13.9 44.4 25.0
大 企 業 72.7 81.3 6.3 18.8 12.5 12.5 62.5 18.8

区　　　　　分
支援
制度
あり

うち採用している制度（複数回答）



10 賃金の支払い形態

賃金の支払い形態は「月給制」の労働者の割合が71.2％と最も多くなっている。

(第39表）

第39表 賃金の支払い形態（労働者割合）

注 「時給制 ：時間単位により賃金が決まっている支払い形態」

「月給制 ：月単位により賃金が決まっている支払い形態」

「日給制 ：日単位により賃金が決まっている支払い形態」

「年俸制 ：賃金を１年単位にして決める方式」

単位：％

時給制 日給制 月給制 年俸制 その他

 産　業　計 規 模 計 19.3 8.1 71.2 0.8 0.5
中小企業 14.8 9.9 73.9 0.7 0.6
大 企 業 28.6 4.4 65.6 1.1 0.3

　建　設　業 中小企業 1.7 12.6 84.8 0.7 0.2
大 企 業 1.3 9.0 89.1 0.7 -

　製　造　業 中小企業 15.6 7.1 76.1 1.1 0.1
大 企 業 15.9 2.8 80.0 1.2 -

　情報通信業 中小企業 3.7 8.8 87.0 0.5 -
大 企 業 3.1 - 93.1 1.6 2.1

　運輸業，郵便業 中小企業 9.0 18.5 67.0 0.8 4.6
大 企 業 13.2 6.0 80.7 0.1 -

　卸売業，小売業 中小企業 21.4 5.0 71.9 0.2 1.4
大 企 業 58.1 0.9 40.5 0.5 -

　金融業，保険業 中小企業 8.3 4.6 87.1 - -
大 企 業 13.2 0.8 86.0 - -

　宿泊業，飲食サービス業 中小企業 51.0 2.9 45.9 0.1 -
大 企 業 26.4 0.2 72.7 0.7 -

　生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 22.7 17.3 57.1 0.1 2.8
大 企 業 41.4 11.0 41.0 0.2 6.5

　医療，福祉 中小企業 15.3 6.9 77.3 0.3 0.2
大 企 業 16.6 2.6 77.9 2.8 -

　複合サービス事業 中小企業 2.5 15.2 82.3 - -
大 企 業 7.6 6.2 85.4 0.8 -

　サービス業 中小企業 28.2 22.1 49.3 0.4 -
大 企 業 26.6 23.7 48.6 0.6 0.6

区　　　　　分



11 定年制度

(1) 定年制の有無と定年年齢

。定年制を実施している事業所は、中小企業で95.4％、大企業で99.2％となっている

産業別でみると、中小企業では 「金融業，保険業 、及び「複合サービス事業」で全、 」

ての事業所が定年制度を導入している。大企業では 「建設業 「宿泊業，飲食サービ、 」、

ス業」及び「医療，福祉」を除く産業の全ての事業所で定年制度を導入している （第。

40表）

第40表 定年制の有無と定年年齢

単位：事業所、（　）内は％

59歳
以下 60歳

61歳
以上

産　業　計 規模計 1,639 1,578 (96.3) 3 1,334 241 60.7 歳 61 (3.7)
中小企業 1,253 1,195 (95.4) 1 978 216 60.8 歳 58 (4.6)
大企業 386 383 (99.2) 2 356 25 60.2 歳 3 (0.8)

建設業 中小企業 312 303 (97.1) - 230 73 61.1 歳 9 (2.9)
大企業 17 16 (94.1) - 16 - 60.0 歳 1 (5.9)

製造業 中小企業 357 346 (96.9) - 297 49 60.7 歳 11 (3.1)
大企業 15 15 (100.0) 1 12 2 60.3 歳 - （－）

情報通信業 中小企業 9 8 (88.9) - 8 - 60.0 歳 1 (11.1)
大企業 7 7 (100.0) - 7 - 60.0 歳 - （－）

運輸業，郵便業 中小企業 73 72 (98.6) - 57 15 60.7 歳 1 (1.4)
大企業 19 19 (100.0) - 18 1 60.2 歳 - （－）

卸売業，小売業 中小企業 240 221 (92.1) 1 186 34 60.8 歳 19 (7.9)
大企業 138 138 (100.0) 1 126 11 60.3 歳 - （－）

金融業，保険業 中小企業 9 9 (100.0) - 8 1 60.6 歳 - （－）
大企業 63 63 (100.0) - 62 1 60.0 歳 - （－）

宿泊業，飲食サービス業 中小企業 23 21 (91.3) - 18 3 60.7 歳 2 (8.7)
大企業 9 8 (88.9) - 7 1 60.4 歳 1 (11.1)

生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 20 18 (90.0) - 16 2 60.4 歳 2 (10.0)
大企業 17 17 (100.0) - 17 - 60.0 歳 - （－）

医療，福祉 中小企業 125 115 (92.0) - 101 14 60.5 歳 10 (8.0)
大企業 52 51 (98.1) - 44 7 60.5 歳 1 (1.9)

複合サービス事業 中小企業 11 11 (100.0) - 10 1 60.5 歳 - （－）
大企業 27 27 (100.0) - 27 - 60.0 歳 - （－）

サービス業 中小企業 74 71 (95.9) - 47 24 61.6 歳 3 (4.1)
大企業 22 22 (100.0) - 20 2 60.3 歳 - （－）

あ　　り事業所数区   分 な　し
平均年齢



(2) 定年延長の予定

定年制を採用している事業所のうち、定年延長の予定がある事業所は217事業所で

13.8％となっている。規模別では中小企業が185事業所で15.5％、大企業が32事業所で

8.4％となっている。

延長後の定年予定年齢は、平均で65.0歳となっている。規模別にみると、中小企業

で65.1歳、大企業で64.3歳と中小企業が0.8歳高くなっている （第41表）。

第41表 定年延長の予定の有無と延長後の定年予定年齢

注：第41表中でいう事業所数とは、第40表において定年制が「ある」と回答した事業所を

いう。

単位：事業所、（　）内は％

64歳
以下 65歳

66歳
以上

％
産　業　計 規模計 1,578 217 (13.8) 36 166 15 65.0 歳 872 489

中小企業 1,195 185 (15.5) 24 147 14 65.1 歳 635 375
大企業 383 32 (8.4) 12 19 1 64.3 歳 237 114

建設業 中小企業 303 58 (19.1) 3 47 8 65.6 歳 140 105
大企業 16 3 (18.8) 1 2 - 64.3 歳 5 8

製造業 中小企業 346 43 (12.4) 6 36 1 64.8 歳 196 107
大企業 15 - （－） - - - - 歳 11 4

情報通信業 中小企業 8 1 (12.5) - 1 - 65.0 歳 4 3
大企業 7 1 (14.3) 1 - - 63.0 歳 3 3

運輸業，郵便業 中小企業 72 10 (13.9) 3 7 - 64.3 歳 38 24
大企業 19 2 (10.5) 1 1 - 64.5 歳 9 8

卸売業，小売業 中小企業 221 36 (16.3) 4 30 2 65.2 歳 115 70
大企業 138 10 (7.2) 4 5 1 64.4 歳 89 39

金融業，保険業 中小企業 9 - （－） - - - - 8 1
大企業 63 - （－） - - - - 59 4

宿泊業，飲食サービス業 中小企業 21 1 (4.8) 1 - - 63.0 歳 14 6
大企業 8 1 (12.5) 1 - - 63.0 歳 5 2

生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 18 3 (16.7) - 3 - 65.0 歳 8 7
大企業 17 1 (5.9) - 1 - 65.0 歳 11 5

医療，福祉 中小企業 115 15 (13.0) 4 11 - 64.3 歳 71 29
大企業 51 8 (15.7) 2 6 - 64.4 歳 20 23

複合サービス事業 中小企業 11 1 (9.1) - 1 - 65.0 歳 8 2
大企業 27 1 (3.7) - 1 - 65.0 歳 12 14

サービス業 中小企業 71 17 (23.9) 3 11 3 65.4 歳 33 21
大企業 22 5 (22.7) 2 3 - 64.2 歳 13 4

区　　分 なし 不明平均年齢あ　り事業所数
（※）



(3) 継続雇用

定年制を採用している事業所のうち、継続雇用を制度化している事業所は91.7％で、

そのうち再雇用制度のみ採用している事業所が1,149事業所（79.4％）、勤務延長のみ

を採用している事業所が115事業所（7.9％）、再雇用と勤務延長を併用している事業所

が164事業所（11.3％）となっている。

規模別では、中小企業では89.7％の事業所が継続雇用を制度化しており、再雇用制度

のみ採用している事業所が812事業所（75.7％）で最も多い。大企業では97.9％の事業

所が継続雇用を制度化しており、再雇用制度のみ採用している事業所が337事業所

（89.9％）で最も多い （第42表）。

第42表 継続雇用制度の有無と形態

注：第42表中でいう事業所数とは、第40表において定年制が「ある」と回答した事業所を

いう。

単位：事業所、（　）内は％

再雇用 勤務延長
再雇用・
勤務延長
併用

その他

%
産　業　計 規模計 1,578 1,447 (91.7) 1,149 115 164 19 131

中小企業 1,195 1,072 (89.7) 812 103 141 16 123
大企業 383 375 (97.9) 337 12 23 3 8

建設業 中小企業 303 270 (89.1) 186 30 52 2 33
大企業 16 16 (100.0) 12 1 3 - -

製造業 中小企業 346 311 (89.9) 250 30 26 5 35
大企業 15 15 (100.0) 14 1 - - -

情報通信業 中小企業 8 7 (87.5) 4 2 - 1 1
大企業 7 7 (100.0) 5 2 - - -

運輸業，郵便業 中小企業 72 69 (95.8) 57 2 9 1 3
大企業 19 19 (100.0) 17 1 - 1 -

卸売業，小売業 中小企業 221 194 (87.8) 143 19 32 - 27
大企業 138 136 (98.6) 126 2 6 2 2

金融業，保険業 中小企業 9 9 (100.0) 9 - - - -
大企業 63 63 (100.0) 62 1 - - -

宿泊業，飲食サービス業 中小企業 21 19 (90.5) 13 2 1 3 2
大企業 8 8 (100.0) 7 - 1 - -

生活関連サービス業，娯楽業 中小企業 18 16 (88.9) 11 3 2 - 2
大企業 17 16 (94.1) 10 - 6 - 1

医療，福祉 中小企業 115 104 (90.4) 87 8 7 2 11
大企業 51 47 (92.2) 39 3 5 - 4

複合サービス事業 中小企業 11 10 (90.9) 9 - 1 - 1
大企業 27 27 (100.0) 27 - - - -

サービス業 中小企業 71 63 (88.7) 43 7 11 2 8
大企業 22 21 (95.5) 18 1 2 - 1

制度なし区   分 事業所数
（※） 制　度　あ　り



12 関東甲信各都県との比較（中小企業）

関東甲信越の１都７県では、所定内賃金と初任給について共同調査を実施している。

(1) 所定内賃金

所定内賃金について、東京都の金額を100として単純に比較すると、本県の値は70.7

となっている （第43表）。

第43表 都県別所定内賃金

産業別に東京都の金額を100として本県と比較すると 「運輸業」で最も格差が小さ、

く 「金融・保険業」で最も大きくなっている （第44表）、 。

第44表 産業別各都県の比較

、注：一部の県で第11回（平成14年３月）改定の日本標準産業分類を使用しているため

ここでは第11回改定の日本標準産業分類での比較となっている。

区分 年  齢 勤続年数 所定内賃金 都県間格差
歳 年 円

東 京 都 40.6 10.2 348,171 100.0
茨 城 県 40.7 12.6 269,205 77.3
埼 玉 県 42.0 11.3 291,384 83.7
神奈川県 41.6 9.2 310,610 89.2
千 葉 県 42.4 11.5 283,998 81.6
山 梨 県 40.4 11.7 276,524 79.4
長 野 県 41.3 10.9 264,631 76.0
新 潟 県 42.3 12.0 246,155 70.7

区　分 調査産業計 建設業 製造業 運輸業 卸売・
小売業

金融・
保険業

サービス業

東 京 都 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
茨 城 県 77.3 90.1 81.4 72.8 79.2 80.1 97.9
埼 玉 県 83.7 91.4 86.1 88.5 86.6 88.1 94.9
神奈川県 89.2 91.2 94.7 92.0 90.0 86.7 93.8
千 葉 県 81.6 83.4 88.3 85.5 77.8 93.4 92.4
山 梨 県 79.4 89.4 81.1 75.4 80.0 75.2 74.1
長 野 県 76.0 85.3 79.6 82.6 81.2 78.4 80.0
新 潟 県 70.7 75.4 71.5 78.4 71.5 69.6 75.1



(2) 初任給

関東甲信越各都県の初任給は、以下のとおりである （第45表）。

第45表 初任給

注１：新潟県については、区分が異なり 「事務・技術 「生産」で調査している。、 」、

注２：茨城県、東京都、神奈川県、千葉県及び新潟県は男女計の数値となっている。

単位：円

事務
(男性)

技術・生産
(男性)

事務
(女性)

事務
(男性)

技術
(男性)

茨 城 県 155,698 161,486 155,698 186,461 192,758
埼 玉 県 169,011 163,548 159,985 193,305 199,587
東 京 都 170,016 170,945 170,016 200,758 202,708
神奈川県 164,400 170,300 164,400 200,200 208,100
千 葉 県 165,008 166,567 165,008 198,566 199,921
山 梨 県 156,026 160,972 153,466 184,017 187,227
長 野 県 162,000 159,200 155,300 193,000 195,100

事務・技術
（男性）

生産
（男性）

事務・技術
（女性）

事務・技術
（男性）

生産
（男性）

新 潟 県 153,648 151,924 153,648 189,861 181,215

区　　分
高　校　卒 大　学　卒



13 パートタイム労働者の賃金等

(1) 集計労働者数

集計対象となったパートタイム労働者数は4,733人で、うち男性は811人（17.1％ 、）

女性は3,922人（82.9％）で、女性が非常に高い割合となっている。

(2) 平均年齢、勤続年数

パートタイム労働者の平均年齢は45.6歳、勤続年数は5.1年となっている。

(3) 実労働時間数

パートタイム労働者の平成20年７月の実労働時間数は114.2時間で、その内訳は所定

内労働時間112.2時間、所定外労働時間2.1時間となっている （第46表)。

(4) 所定内賃金

パートタイム労働者の月間所定内賃金は、100,644円となっている。

また、月間所定内賃金を、月間所定内労働時間数で除した１時間当たりの所定内賃

金は897円となっている。産業別に１時間当たりの所定内賃金をみると、「建設業」で

1,024円と最も高く 「宿泊業，飲食サービス業」で824円と最も低くなっている。、

（第47表）

第46表 月間実労働時間数

第47表 １時間当たりの所定内賃金

区　　分 総実労働時間数 所定内労働時間数 所定外労働時間数

 産　 業 　計 114.2 112.2 2.1
　建　設　業 110.8 109.8 1.0
　製　造　業 132.9 130.2 2.8
　情報通信業 153.1 146.1 7.1
　運輸業，郵便業 114.0 107.9 6.0
　卸売業，小売業 112.0 110.2 1.7
　金融業，保険業 132.7 130.2 2.5
　宿泊業，飲食サービス業 107.3 105.2 2.1
　生活関連サービス業，娯楽業 97.6 96.5 1.1
　医療，福祉 107.3 106.7 0.6
　複合サービス事業 139.6 138.0 1.6
　サービス業 100.2 96.9 3.3

区　　分 １ 時間当た り の
所定内賃金 産業間格差

円
 産　  業  　計 897 100.0
　建　設　業 1,024 114.2
　製　造　業 832 92.7
　情報通信業 866 96.5
　運輸業，郵便業 905 100.9
　卸売業，小売業 890 99.2
　金融業，保険業 952 106.1
　宿泊業，飲食サービス業 824 91.8
　 生 活 関 連サ ー ビ ス業 ， 娯 楽 業 942 105.1
　 医療 ， 福祉 1,018 113.5
　複合サービス事業 847 94.4
　サービス業 919 102.4


